
公益財団法人広島市文化財団一般事業主行動計画（女性活躍推進） 

 

令和８年３月１日策定   

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づき、当財団における女性職員

の活躍を推進するため、次のように行動計画を策定する。 

 

１ 計画期間 

 令和８年（2026 年）４月１日から令和１３年（2031 年）３月３１日まで（５年間） 

 

 

２ 当財団の課題  

⑴ 当財団は、広島市出資の公益的法人であり、職員構成は、財団固有職員、広島市

派遣職員となっている。 

財団固有職員の、経験、能力に応じて管理監督職に占める女性割合を高めていく

必要があり、前回の行動計画（計画期間：令和３年４月１日から令和８年３月３１

日まで）において目標としていた「財団固有職員の管理監督職（係長級以上）に占め

る女性割合を４５％以上とする。」については、令和７年４月１日現在の数値が４７．

３％となっており、目標を達成することはできたが、その内訳は監督職の４７．５％

（令和７年４月１日現在）に対し、管理職においては４０％（令和７年４月１日現

在）であった。 

今後は、管理職においても経験、能力に応じて女性割合を高めていく必要があ

る。 

⑵ 財団全体の有給休暇取得率は６７．８％と６割を超え、また、前回の行動計画

（計画期間：令和３年４月１日から令和８年３月３１日まで）において目標として

いた、「財団固有職員と広島市派遣職員の有給休暇取得率を６０％以上とする。」に

ついても達成することができた。 

有給休暇取得率６７．８％は決して低い数値ではないが、全国平均値（７２％）

に比べると低く、ＯＢ職員（市、財団）を除く雇用形態では、全国平均を下回って

いる状況であることから、どの雇用形態の職員においても有給休暇を取得しやすい

環境にする必要がある。 



３ 目標 

 ⑴ 財団固有職員の管理職（課長級以上）に占める女性割合を４５％以上とする。 

   令和８年度から毎年度１％の上昇率を目指し、令和１２年度までに管理職に占め

る割合を４５％以上に達することを目標とする。 

 ⑵ 財団固有職員と市派遣職員の有給休暇取得率を７２％以上とする。 

   令和８年度から毎年度１％の上昇率を目指し、令和１２年度までに有給休暇取得

率を７２％以上に達することを目標とする。 

 

 

４ 取組み内容及び実施時期（計画時期において、以下のことに取り組む。） 

 ⑴ 能力開発やスキルアップの推進を図ることによる人材育成 

職員の能力開発やスキルアップを目的に、部間異動を積極的に行い様々な部署の

業務を経験させることにより、個々の適性に合った人材を育成する環境整備に努め

る。 

⑵ 育児休業等復職者への職場のサポート 

育児休業等からの復帰時期や復帰後の働き方等について、管理職員と情報を共有

し、復帰後、育児等を行いながら円滑に仕事に従事することができる環境づくりに

努める。 

⑶ 仕事と家庭の両立支援の推進 

   仕事と家庭の両立支援制度の職員への周知徹底を図るとともに、職場が優先とい

う認識や固定的な性別役割分担意識を是正するための啓発を行う。 

⑷ 時間外労働の削減対策 

① 時間外労働の削減に向けて、組織トップの理事長から職員への意識啓発を行う。 

② 各管理職職員は、事務の簡素化や特定の職員に業務が偏らないよう業務分担の

見直しを適宜行い、各職員の業務の平準化を図り、時間外労働の削減に努める。 

③ 館長会議において、長時間労働の削減に向けた労務管理研修を実施する。   


